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詳細に忠実に紹介しているものと評価することができる。この点が、まず評価されるべきことである。これま
で、企業買収防衛の領域において、本論文のようにまとまった著作は存在していない。特に、矢崎氏が先人と
なり長年にわたって研究を続けてきたポイズンピルについては、矢崎氏の研究が注目されてきた領域であり、
アメリカ各州の動向から、ポイズンピルの経済的分析の観点、さらに、ポイズンピルをめぐる最新の学説まで、
詳細な考察が加えられている。 
 本論文は、矢﨑氏が本学・大阪市立大学大学院の在籍時から首都大学東京における研究者時代までの期間に
書かれた７本の論文をもとに、単著として書き下ろされたものである。この間、矢﨑氏は科学研究費を受けて、
ロンドン大学、コロンビア大学において、企業買収について調査を行っており、それらは本論文の比較法手法
の礎となっている。次に、評価すべき点は、このように本論文が実証的研究にも支えられていることである。 
 矢﨑氏の結論は、企業買収防衛の適否判断基準について、基本的にいわゆる信認義務基準を採るものである。
さらに、矢﨑氏は、ステークホールダーの利益保護にも配慮するものであるところから、修正信認義務基準に
立つものである。矢﨑氏の立場を採る場合は、取締役が企業経営において第一に利益を図らねばならない株主
の利益以外に他のステークホールダーの利益を考慮するとしても、その場合、どの程度に保護するのかという
問題が生じる。矢﨑氏は、この点について今後の研究課題としている。この地点で矢崎氏の自説の展開がとど
まっていることは多少の物足りなさを禁じえない。加えて、アメリカのポイズンピルをめぐる最新の検討につ
いて、これが、わが国の法制度にどのように生かされるのかについては言及されていない。 
 しかし、これらのことは、矢﨑氏も指摘するように、わが国の企業買収防衛の関する法制が、未だ発展途上
にあることにも起因すると考えられる。 
 実際、平成19年のブルドック企業買収防衛事件判決が唯一の最高裁判所判決である。これ一件にとどまり、
同判決に関する評価についても、まだ一定していない。 
 そのように、わが国において企業買収防衛基準の内容が確立されることは、未だ遥かに遠いものかもしれな
いが、本論文は、その定石の位置に至る扉を開いたものといえ、この意味からも、博士学位の称号の授与に値
するものである。 
